（各課様式１）

予算要求資料
令和２年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　　項：企画開発費　　目：交通対策費
	事業名　新バス運転手確保支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　都市建築部　公共交通課　地域交通係　電話番号：058-272-1111（内2735）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11134@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　   　　５，８６５ 　千円（前年度予算額：     ０ 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産

収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	   0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	5,865
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,865

	決定額
	3,750
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,750


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　・運転手不足は深刻になってきており、自動車運転における有効求人倍率は3.1と、全職業平均(1.5)を大きく上回っている。
　　・運転手不足により路線バスの便数の削減や路線の廃止が起こっている。また、貸切バスや高速バスなどこれまで乗合事業の赤字を内部補填してきた事業から乗務員を回すことにより事業者の経営を圧迫している。
　　・他業種に比べ拘束時間が長い割に、年間所得が低いという問題があるが、現行の運賃制度においては、運転手不足に対応した賃金等の労働条件の改善を迅速に反映させることが難しい。
　　・県内の路線バス運行事業者では、すべての事業者において大型二種免許取得費用に対して助成を行っているが、負担が大きいため、県に対して「大型二種免許取得費用の補助」への支援策が望まれている。
　　・自動運転システムは運転手不足への解決策になると考えられるが、現在必要なルール作りなどの環境整備、技術の開発、普及促進に向けた取組みが進められている段階であり、すぐに普及するわけではない。
（２）事業内容

　　ア　バス運転手確保支援事業費補助金

・大型二種免許取得支援
　　　　平成30年度末現在の運転手数を確保するため、令和2年4月1日以降、乗合バス事業者が新規採用者の大型二種免許取得に要する教習費用を負担する場合に要する経費を補助する。ただし、対象者数は定年以外の事由により退職した者の数を上限とする。また、乗合バス事業に従事した後、５年以内に離職等した場合は、補助金を返還させる。
　　
・採用活動支援
　　　　乗合バス事業者が乗合バス乗務員確保のために行う採用活動に要する経費を補助する。
　　イ　セミナー開催

　　　バス運転手を確保するために、移住希望者等を対象に東京でセミナーを開催する。
　　　開催時期：年２回

　　　開催内容：仕事紹介、岐阜県の紹介、個別相談
　　　対象：職業としてのバス運転手に興味がある方や岐阜県への移住希望者
（３）県負担・補助率の考え方
ア　補助率：１／２
・大型二種免許取得支援
　補助上限額　250,000円／人（取得費用：約500,000円）
　　　・採用活動支援
　　　　１事業者当たり300,000円

（説明会開催：300,000円／回、広告：300,000円／回）

（４）類似事業の有無
　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	 60
	講師謝金

	旅費
	145
	費用弁償、職員旅費

	消耗品費
	50
	資料用紙、コピー代

	使用料
	60
	会場借り上げ料

	補助金
	5,550
	乗合バス事業者が負担する大型二種免許取得費用や就職説明会等の開催に要する費用に対する補助

	合計
	5,865
	


	　決定額の考え方　

　事業実施効果が特に見込まれる大型二種免許取得支援にかかる補助金分を計上します。


４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　○「清流の国ぎふ」創生総合戦略
　　　③地域公共交通体系など生活サービスの再編・効率化

（地域公共交通の維持と再編）
· 　地域鉄道の維持確保のため、安全運行に必要な設備投資等を支援するとともに、バス交通の維持確保のため、広域幹線バス路線や市町村自主運行バスの運行を支援する。
（２）国・他県の状況

　　＜国＞

・中部バス協会が開催する合同就職説明会に対し、中部運輸局が後援。
・バス会社の働きやすさを評価する制度を令和元年度中に創設予定。

・中部運輸局が「バス事業人材確保・育成対策行動計画２０１９～２０２１」を策定。

　支局長等による学校訪問による働きかけ・ＰＲ活動

　バス協会、事業者の協力によるバス運転体験会、就職説明会等の実施

　　＜他県＞

　　　岡山県：運転手確保に係る市町村の取組への補助
　　　大分県：バス事業者が実施する運転手確保のための取組に対して支援
　　　広島県：移住定住フェア（東京開催）において、ブースを設け、バス運転手の仕事内容等について説明を行った。
（３）後年度の財政負担
　　バス運転手の確保には継続した取組みが必要であるため、今後も継続的な支援を実施。毎年度、事業が効率的に実施されたか等を検証し、改善を図る。
（４）事業主体及びその妥当性
　　ア　各バス事業者が必要な取組を行うため。
　　イ　より広い範囲でＰＲする機会を作るため。
県単独補助金事業評価調書
	■  新規要求事業

	□  継続要求事業


	補助事業名
	バス運転手確保支援事業費補助金

	補助事業者（団体）
	路線バスを運行する事業者（県内に主たる事業所を有すること）
（理由）各事業者が必要な取組を行うため。

	補助事業の概要
	（目的）路線バスの運転手を確保する
（内容）バス運転手確保のための取組に対して支援

	補助率・補助単価等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（内容）１／２（以内）

	補助効果
	運転手不足を要因とする路線廃止、減便等を防ぐ。


	終期の設定
	終期令和４年度

（理由）事業開始から３年以上経過


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

　必要な運転手数を確保し、運転手不足を要因とする路線廃止や減便をなくす。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(H30年度末)
	目標

（R2年度末)
	目標

(終期)

	乗合事業に従事する運転手数
	836人
	836人
	836人


	
	H28年度
	H29年度
	H30年度
	R元年度
	R2年度

（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	千円
	(予算額)

千円
	(要求額)

千円

	指標①目標
	
	
	
	
	

	指標①実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標①達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％

	指標②目標
	
	
	
	
	

	指標②実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標②達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％


（前年度の成果）

	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　運転手不足を要因とする路線バスの廃止や減便が行われており、地域公共交通の維持が危ぶまれている。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)
○
	運転手不足を要因とする路線バスの廃止や減便が行われており、地域公共交通の維持には運転手確保対策への支援が必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

	


（事業の見直し検討）

	


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）




